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創業以来、環境、福祉分野で事業を拡大し、存在
感を示してきたアイルグループ。その中核となるのが
ビルや施設の総合管理事業を手がける、アイル・コー
ポレーション株式会社である。
同社はスタジアムや市立病院、図書館など官公庁

が管理する施設のほか、民間では百貨店やファッショ
ンビル、大手スーパー、多目的アリーナ、サッカー場、
結婚式場などさまざまな施設の館内清掃や設備管
理、警備、受付、グラウンド管理等を担う。さらに公共
施設の管理運営を民間が包括的に代行する「指定
管理者制度」をはじめとするPPP事業やPFI事業に
参画し、体育館や農産物加工施設、スポーツ・文化
施設などの公共施設の管理を数多く手がける。
「今、行政が公共施設の運営や管理を民間に委託す
る流れになっています。現在当社は数多くの指定管理
者を担っており県内トップクラスです」（町田哲雄社長）
埼玉県に5営業所、東京に1営業所を有し、2,000
名超の従業員を抱える同社。長年にわたり地域に貢
献し、顧客満足度の高いサービスを提供することで
信用を勝ち取り財産にしてきた。地域活性化を図る
ため本年3月には、浦和駅北口に事業所・商業施設・

ジ”を作成し、全従業員に郵送している。そこには、自
社の経営ビジョンや使命、顧客からの高評価のコメン
ト、従業員の頑張りに対する感謝等がつづられている。
「現場で働くすべての従業員にまで伝えていくの
は大変なんですが、中間管理職の社員も一緒になっ
て伝えてくれるようになったので、少しずつ現場まで
届くようになりました」
ＣＳ（顧客満足）はＥＳ（従業員満足）からなる―
という考えの下、育まれていく一人ひとりの“人材力”。
これこそが、同社のきめ細やかなサービスを生み出
しているのだ。

現在アイルグループでは、北欧ライフスタイルを体
感できる「ムーミンバレーパーク・メッツァビレッジ」の
維持管理に携わっている。
「今後も一層グループで連携して廃棄物や清掃、消
防設備などをトータルに提案し、シナジー効果を上げ
ていく。そこで当グループのよさを発揮していきたい」
それこそが、同社の経営方針の3つ目、“グループ
の総合力をアピール、発揮して、付加価値の高いサー
ビスを提供する”である。近年、これまでの実績と高品
質なサービスの提供で既存顧客から「他の物件もお
願いしたい」と受注が増えているという。今後グルー
プで連携することによって複数業務の受託が図れれ
ば、より成長にドライブがかけられると、町田社長はグ
ループのホールディング化も視野に入れた未来を見
据えている。さらに、現在設立54年である同社が100
年企業を目指すためには、「今の仕事にしっかりと軸足
を置きながら、変化していかなければいけない」と語る。
「最終的な私の夢は、多くの従業員に『アイルグ
ループで働いてよかった』と思ってもらうことです」
変革の時代にあっても、同社は揺らぐことなく“人”

を中心に据えて成長を続けていくだろう。活き活き・
わくわくと働く従業員一人ひとりの頑張りと熱意が、
同社の未来を切り開いていく。

平成12年には消火設備の設計施工、保守を行うアイ
バ産業株式会社をグループに招き入れ、平成13年に
は高齢者福祉施設を運営する株式会社あすなろホー
ム、平成15年には廃棄物の処理リサイクルを行う株
式会社アイル・クリーンテック、平成18年には福祉事
業の拡充に向けて社会福祉法人あすなろ会設立と、
環境、福祉分野に特化した7社の関連事業を展開す
るアイルグループへと大きく成長していった。

「私たちの経営方針は、まずは既存のお客さまや
利用者さまの“ナンバーワンのパートナーを目指す”
こと。2つ目が“プラスワンのサービス”を考えて提供
し続け、それをアイルブランドにしていくことです」
その取り組みが、十数年前からグループ全体で行

う「プラスワン活動」である。従業員一人ひとりが、今
の仕事に何かプラスワンのサービスはないかを探して
実行するというものだ。例えば、伝統ある球場のマウ
ンドをつくるベテラン職員が、手早くマウンド整備がで
きる木製道具を製作して提案。それにより、品質と業
務効率が向上した。また、プロ野球グラウンド整備職
員は、日ごろの技術力と無形のノウハウと信用といっ
たプラスワンの付加価値を評価され、プロ野球のキャ
ンプ地へグラウンド整備支援で同行しているという。
このような活動については、全社で発表し表彰してい
る。そうしたサービスが付加価値となり、「アイルの
サービスはすごい」「細やかな気づかいだね」と顧客
に高く評価され、アイルブランドへと高められている。
「“その施設のためになることは、ほかにないか”、
その視線を持ちながら仕事をしよう、と。そして、会社
もそれをしっかりと評価する。各現場のプラスワンを
共有し、全グループに水平展開しています」

PPP事業においては、「農とふれあうテーマパー

五十余年にわたり埼玉県を中心に施設の総合管理事業を展開。
環境・福祉分野で7社を擁する“アイルグループ”の中核企業
民間・公共の施設や公園などの総合管理および指定管理者として公共施設の包括的な管理運営を行うアイル・コー
ポレーション。顧客のニーズに応えながらプラスワンのサービスを提供し、信頼と実績を積み上げてきた。その礎と
なるのが「CS（顧客満足）はES（従業員満足）からなる」という企業姿勢だ。今後もさらなる成長に向け社員一丸となっ
て邁進していく。

アイル・コーポレーション株式会社

ク」をコンセプトに東松山市農林公園の管理を指定
管理者として受託し、農業や観光の拠点となるカ
フェや公園、農産物加工の体験ができる施設を運営。
イチゴ摘みや野菜収穫体験などのイベントを開催し、
観光客の人気を集めている。
また、寄居町の農産物加工施設「里の駅アグリン
館」では、地域住民と一緒に「寄居蜜柑ジュース」を
製造。地域農業の6次産業化推進に向けた仕組み
づくりに取り組んでいる。
さいたま市の子ども家庭総合センター「あいぱ
れっと」は、子どもと家庭を取り巻く課題に総合的に

取り組み、地域の子育てを支援する施設。子どもの
遊び場や運動場も併設され、気軽に相談しやすい仕
組みがつくられている。この指定管理者も同社が受
託した。
「社会教育のプロや専門知識を持つ人たちを採用
して相談者の悩みを聞き、支援する体制を取っていま
す。今、行政が公募するPPP事業は多様化しています。
常にそのニーズに応える提案をしていきたいです」
「あいぱれっと」は全国に先がけてIPW（専門職

「担い手」連携実践）の理念に基づき、専門相談機
関を集積した複合施設であることから、全国の行政

の福祉担当者が数多く視察に訪れるという。

同社の人材は多様性に富む。なでしこリーグで活
躍する“浦和レッズレディース”の選手、障がい者バ
スケットの埼玉県代表選手、元プロダンサー、シニア、
主婦、障がい者等、年齢も10～80代までと幅広い。
現場を管理する責任者は「アイル・アカデミー」と

呼ばれる社内大学の研修で、段階別に管理業務を
指導。現場で働くスタッフはOJTで丁寧に指導する

教育がなされている。職場では互いに弱い点をカ
バーし合い、よい点は称えて共有し合う風土が醸成
され、チームワークよく働ける環境が整えられている。
また、一生懸命働く人を表彰して、その頑張りを称え
る活動も行っている。
「常に働きやすい職場づくりを目指して、そのため
に会社としてできることを探しています」
昨年4月、コロナ禍での緊急事態宣言の際には社長

のメッセージを添えて全員に特別手当を支給。消毒液
や空間除菌剤も配布して、従業員の不安を和らげるこ
とに努めている。また町田社長は毎月“社長メッセー

マンション一体型の複合ビルも竣工した。
社会に貢献し、安定した成長を続けてきた背景に

は、“人”を中心に据え「活き活き・わくわく」仕事が
できる環境づくりへの地道な取り組みがあった。

同社の設立は昭和42（1967）年。当時の青年会議
所のメンバーで、同社の前身となる株式会社ウラワ・
サービスセンター（平成17年に現在の社名に変更）を
立ち上げ、浦和市（当時）の建物の清掃や維持管理、
運動場の整備等を行っていた。昭和45年には廃棄物
部門を独立させ、家庭ごみを収集する現：クリーンシス
テム株式会社を設立。順調に事業を拡大させていった。
「当時官公庁の仕事は随意契約が多く、毎年安定し
て仕事が入っていました。その後、少しずつ官公庁以外
の民間企業の営業に力を入れ、増やしていきました」
民間事業で顧客のニーズに応えるため徐々にサー

ビスを広げ、その後、事業が多角化されて関連会社が
誕生する。平成8（1996）年にはアパート・マンション
の総合管理を行う現：アイ・エス・シー株式会社を設立。

埼玉県教育委員会
教育長
髙田 直芳氏

コロナ禍において見えた光明

県教育長の職を拝命して、ちょうど１年が経過
しました。どの業界・業種でも同様かと思います
が、学校教育についても、この１年は新型コロナ
ウイルス感染症への対応に終始することとなり
ました。制約のある学校生活の中での児童生徒
の頑張りと保護者の皆様のご支援に、感謝した
いと思います。
今般のコロナ禍に関しては、とかく負の側面

にばかり気を取られがちですが、百年に一度とも
言われるこの危機的状況に直面したことで、逆
に見ることができた光明があることもまた事実
です。
一つ目は、ＩＣＴを活用した教育の充実です。
昨年２月末の全国一斉の臨時休業措置以降、
３か月ほどの長きにわたり学校を閉じるという全
く経験のない事態が起こりました。その時期に特
に関心が高まったのが、いわゆるオンライン学習
でした。休業中であっても子供たちの学びを保
障するために、ＩＣＴを活用することの重要性が
一気にクローズアップされました。国は、ＧＩＧＡ
スクール構想に基づく義務教育段階の児童生
徒への１人１台端末の整備を予定より前倒しす
る方向性を示し、本県においても、各市町村が
昨年度中に端末調達を進めました。県立学校に
ついても、通信環境の整備・強化を実施しました。
ＩＣＴを活用した教育は、コロナ禍によって、結果
的に当初の想定をはるかに上回る早さで次なる
段階へと進むことになったのです。
二つ目に、学校における働き方を見直す貴重

な契機になったということです。休業によって失
われた授業機会を回復すべく、学校再開後は、
学校行事を精選することなどによって時間を生

み出す工夫が必要になりました。その中で、これ
まで当然のこととして実施してきた学校行事等
について、子供たちにとって真に必要なことは何
かという観点から真摯に見直すことができました。
結果、学校行事のスリム化、ひいては先生方の
負担軽減や働き方改革に向けて、道が拓かれた
ものと受け止めています。
最後に何より大きなことですが、学校がいかに

かけがえのない場であるかを再認識できたこと
です。子供たちが学校に通い、先生の指導のも
と、仲間とともに学び合うという当たり前に思え
た営みが、実は奇跡の連続だったということに先
生方も子供たちも気づかされました。休業期間
が明け、久しぶりに子供たちが通学する光景を
目の当たりにして、感激のあまり涙を流した先生
がいたという話も聞きました。学校生活に前向き
でなかった子が、仲間と会えることが嬉しくて、笑
顔で登校するようになったという話も聞きました。
日常の中にこそ幸せは宿っていたのだという気
づきを胸に、これまで以上に日々の学校生活を
大事にしてもらえたら何よりです。
いま学校教育に求められる役割は、先行き不
透明な時代をたくましく、心豊かに生きていける
子供たちの育成であると、就任以来、折に触れ
て話してきました。コロナ禍という先の見えない
状況の中、子供たちはそれぞれに辛い思いをし
ながらも、たくましく懸命に、希望を失うことなく
頑張ってくれています。苦労して頑張った分、こ
れから先の人生においては、たくさんの感動や
喜びを味わってほしいと願わずにはいられませ
ん。子供たちの明るい未来のために何ができる
か、模索する日々 が続きます。

顧客のニーズに応えグループ企業が誕生

●代 表 者 代表取締役社長　町田 哲雄
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●事業内容 施設運営・管理、PFI・指定管理者、ホテル客室・設備管理、各種警備業務、
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代表取締役社長　町田 哲雄氏
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しているのだ。
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それこそが、同社の経営方針の3つ目、“グループ
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プで連携することによって複数業務の受託が図れれ
ば、より成長にドライブがかけられると、町田社長はグ
ループのホールディング化も視野に入れた未来を見
据えている。さらに、現在設立54年である同社が100
年企業を目指すためには、「今の仕事にしっかりと軸足
を置きながら、変化していかなければいけない」と語る。
「最終的な私の夢は、多くの従業員に『アイルグ
ループで働いてよかった』と思ってもらうことです」
変革の時代にあっても、同社は揺らぐことなく“人”
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わくわくと働く従業員一人ひとりの頑張りと熱意が、
同社の未来を切り開いていく。
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バ産業株式会社をグループに招き入れ、平成13年に
は高齢者福祉施設を運営する株式会社あすなろホー
ム、平成15年には廃棄物の処理リサイクルを行う株
式会社アイル・クリーンテック、平成18年には福祉事
業の拡充に向けて社会福祉法人あすなろ会設立と、
環境、福祉分野に特化した7社の関連事業を展開す
るアイルグループへと大きく成長していった。

「私たちの経営方針は、まずは既存のお客さまや
利用者さまの“ナンバーワンのパートナーを目指す”
こと。2つ目が“プラスワンのサービス”を考えて提供
し続け、それをアイルブランドにしていくことです」
その取り組みが、十数年前からグループ全体で行

う「プラスワン活動」である。従業員一人ひとりが、今
の仕事に何かプラスワンのサービスはないかを探して
実行するというものだ。例えば、伝統ある球場のマウ
ンドをつくるベテラン職員が、手早くマウンド整備がで
きる木製道具を製作して提案。それにより、品質と業
務効率が向上した。また、プロ野球グラウンド整備職
員は、日ごろの技術力と無形のノウハウと信用といっ
たプラスワンの付加価値を評価され、プロ野球のキャ
ンプ地へグラウンド整備支援で同行しているという。
このような活動については、全社で発表し表彰してい
る。そうしたサービスが付加価値となり、「アイルの
サービスはすごい」「細やかな気づかいだね」と顧客
に高く評価され、アイルブランドへと高められている。
「“その施設のためになることは、ほかにないか”、
その視線を持ちながら仕事をしよう、と。そして、会社
もそれをしっかりと評価する。各現場のプラスワンを
共有し、全グループに水平展開しています」

PPP事業においては、「農とふれあうテーマパー

グループで連携してシナジー効果を上げる

アイル・コーポレーション株式会社ZOOM UP

ク」をコンセプトに東松山市農林公園の管理を指定
管理者として受託し、農業や観光の拠点となるカ
フェや公園、農産物加工の体験ができる施設を運営。
イチゴ摘みや野菜収穫体験などのイベントを開催し、
観光客の人気を集めている。
また、寄居町の農産物加工施設「里の駅アグリン
館」では、地域住民と一緒に「寄居蜜柑ジュース」を
製造。地域農業の6次産業化推進に向けた仕組み
づくりに取り組んでいる。
さいたま市の子ども家庭総合センター「あいぱ
れっと」は、子どもと家庭を取り巻く課題に総合的に

取り組み、地域の子育てを支援する施設。子どもの
遊び場や運動場も併設され、気軽に相談しやすい仕
組みがつくられている。この指定管理者も同社が受
託した。
「社会教育のプロや専門知識を持つ人たちを採用
して相談者の悩みを聞き、支援する体制を取っていま
す。今、行政が公募するPPP事業は多様化しています。
常にそのニーズに応える提案をしていきたいです」
「あいぱれっと」は全国に先がけてIPW（専門職
「担い手」連携実践）の理念に基づき、専門相談機
関を集積した複合施設であることから、全国の行政

の福祉担当者が数多く視察に訪れるという。

同社の人材は多様性に富む。なでしこリーグで活
躍する“浦和レッズレディース”の選手、障がい者バ
スケットの埼玉県代表選手、元プロダンサー、シニア、
主婦、障がい者等、年齢も10～80代までと幅広い。
現場を管理する責任者は「アイル・アカデミー」と
呼ばれる社内大学の研修で、段階別に管理業務を
指導。現場で働くスタッフはOJTで丁寧に指導する

教育がなされている。職場では互いに弱い点をカ
バーし合い、よい点は称えて共有し合う風土が醸成
され、チームワークよく働ける環境が整えられている。
また、一生懸命働く人を表彰して、その頑張りを称え
る活動も行っている。
「常に働きやすい職場づくりを目指して、そのため
に会社としてできることを探しています」
昨年4月、コロナ禍での緊急事態宣言の際には社長

のメッセージを添えて全員に特別手当を支給。消毒液
や空間除菌剤も配布して、従業員の不安を和らげるこ
とに努めている。また町田社長は毎月“社長メッセー

マンション一体型の複合ビルも竣工した。
社会に貢献し、安定した成長を続けてきた背景に

は、“人”を中心に据え「活き活き・わくわく」仕事が
できる環境づくりへの地道な取り組みがあった。

同社の設立は昭和42（1967）年。当時の青年会議
所のメンバーで、同社の前身となる株式会社ウラワ・
サービスセンター（平成17年に現在の社名に変更）を
立ち上げ、浦和市（当時）の建物の清掃や維持管理、
運動場の整備等を行っていた。昭和45年には廃棄物
部門を独立させ、家庭ごみを収集する現：クリーンシス
テム株式会社を設立。順調に事業を拡大させていった。
「当時官公庁の仕事は随意契約が多く、毎年安定し
て仕事が入っていました。その後、少しずつ官公庁以外
の民間企業の営業に力を入れ、増やしていきました」
民間事業で顧客のニーズに応えるため徐々にサー

ビスを広げ、その後、事業が多角化されて関連会社が
誕生する。平成8（1996）年にはアパート・マンション
の総合管理を行う現：アイ・エス・シー株式会社を設立。

プラスワン活動で付加価値のあるサービスを

多様化する行政のニーズに応え事業を受託

浦和駅北口に3月竣工の「アイル浦和ビルディング」完成図

グラウンド整備の様子

寄居蜜柑ジュース アイルグループの営業拠点一覧

一人ひとりにビジョンを伝える
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創業以来、環境、福祉分野で事業を拡大し、存在
感を示してきたアイルグループ。その中核となるのが
ビルや施設の総合管理事業を手がける、アイル・コー
ポレーション株式会社である。
同社はスタジアムや市立病院、図書館など官公庁

が管理する施設のほか、民間では百貨店やファッショ
ンビル、大手スーパー、多目的アリーナ、サッカー場、
結婚式場などさまざまな施設の館内清掃や設備管
理、警備、受付、グラウンド管理等を担う。さらに公共
施設の管理運営を民間が包括的に代行する「指定
管理者制度」をはじめとするPPP事業やPFI事業に
参画し、体育館や農産物加工施設、スポーツ・文化
施設などの公共施設の管理を数多く手がける。
「今、行政が公共施設の運営や管理を民間に委託す
る流れになっています。現在当社は数多くの指定管理
者を担っており県内トップクラスです」（町田哲雄社長）
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信用を勝ち取り財産にしてきた。地域活性化を図る
ため本年3月には、浦和駅北口に事業所・商業施設・

ジ”を作成し、全従業員に郵送している。そこには、自
社の経営ビジョンや使命、顧客からの高評価のコメン
ト、従業員の頑張りに対する感謝等がつづられている。
「現場で働くすべての従業員にまで伝えていくの
は大変なんですが、中間管理職の社員も一緒になっ
て伝えてくれるようになったので、少しずつ現場まで
届くようになりました」
ＣＳ（顧客満足）はＥＳ（従業員満足）からなる―
という考えの下、育まれていく一人ひとりの“人材力”。
これこそが、同社のきめ細やかなサービスを生み出
しているのだ。
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